
別表五の二（二）付表一 「各連結法人の連結法人税個別帰属額の発生状況
等及び租税公課の納付状況等に関する明細書」

１ 各連結法人の連結法人税個別帰属額の発生状況等の明細

� この明細書の用途

この明細書は、各連結法人の連結個別利益積立金額の計算上控除する連結法人税個別帰属額又

は附帯税の負担額の発生及び決済の状況を明らかにするために使用します。

� 各欄の記載要領

欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「法人名」 連結親法人の法人名を記載するとともに、かっこ

の中に連結法人税個別帰属額の発生状況等を記載す

る連結法人の法人名を記載します。

「期首現在未決済額

①」

前期分のこの明細書の「期末現在未決済額⑤」の

金額を連結事業年度別に記載します。

「当期発生額②」の

「当期分 3」

当期の連結法人税個別帰属支払額（当期の連結法

人税の負担額として支出すべき金額として法第８１条

の１８第１項の規定により計算される金額をいいま

す。以下同じ。）又は連結法人税個別帰属受取額

（当期の連結法人税の減少額として収入すべき金額

として同項の規定により計算される金額をいいま

す。以下同じ。）を記載します。

なお、当期において附帯税（利子税を除きま

す。）を納付することとなった場合には、その納付

する金額のうちこの明細書に記載する連結法人に帰

せられる部分の金額を外書として記載します。

連結法人税個別帰属

受取額については△印

を付して記載します。

「当期中の決済額」の

各欄

「期首現在未決済額①」又は「当期発生額②」の

金額のうち当期中に決済された金額をその額が発生

した連結事業年度別にそれぞれ記載します。

なお、当期中に自己を分割法人とする分割型分割

（連結親法人事業年度開始の日に行うものを除きま

す。）を行った連結法人にあっては、その分割型分

割の日の前日の属する事業年度（以下「分割前事業

年度」といいます。）において決済をした金額を含

めて記載します。
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２ 各連結法人の租税公課の納付状況等の明細

� この明細書の用途

この明細書は、各連結法人の連結個別利益積立金額の計算上控除する租税公課の発生及び納付

の状況並びに納税充当金の積立て又は取崩しの状況を明らかにするために使用します。

� 各欄の記載要領

欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「

法

人

税

」

の

各

欄

各欄共通 連結親法人にあっては、連結法人税及び法人税に

ついて、連結子法人にあっては、法人税について記

載します。

この場合、各欄には、連結法人税の基本税額（別

表一の二�の「差引連結所得に対する法人税額１３」

に相当する金額）又は法人税の基本税額（別表一�

の「差引所得に対する法人税額１３」に相当する金

額）を記載し、連結法人税又は法人税に係る利子

税、延滞税、過少申告加算税、無申告加算税及び重

加算税の額についてはこの欄には記載しないで、

「その他」の「利子税２５」、「加算税及び加算金２９」

及び「延滞税３０」の該当欄に記載します。

この欄に記載するこ

ととなる法人税は、連

結法人が自己を分割法

人とする分割型分割

（連結親法人事業年度

開始の日に行うものを

除きます。）を行った

場合に生じる法人税、

連結納税開始前又は連

結グループ加入前の単

体申告に係る法人税の

ほか、連結子法人が他

の連結グループの連結

親法人であった期間に

生じた連結法人税とな

ります。

「期首現在未納税額

①」の「5」及び「6」

「５」及び「６」には、前期分のこの明細書の

「期末現在未納税額⑥」の金額（前期が単体法人で

ある連結法人又は当期中に自己を分割法人とする分

割型分割（連結親法人事業年度開始の日に行うもの

を除きます。）を行った連結法人にあっては、前期

又は分割前事業年度の別表五�の「期末現在未納税

額⑥」の金額）を記載します。

なお、連結親法人の直前期分に係る「期首現在未

納税額①」は、直前期分のこの明細書の「期末現在

未納税額⑥」の「中間７」の金額と「確定８」の金

額との合計額を記載します。

� 前期分の申告後に

既往年度について更

正等があった場合に

は、更正等の後の連

結法人税の額又は法

人税額を基礎として

記載します。

� 連結法人の直前期

分が単体申告の場合

には、直前期分に係

る「期首現在未納税

額①」は、直前期分

の別表五�の「⑥」

の「中間３」の金額

と「確定４」の金額
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「

法

人

税

」

の

各

欄

との合計額を記載し

ます。

「当期発生税額②」の

「中間 7」及び「確定

8」

� 「中間７」には、別表一の二�の「連結中間申

告分の法人税額１４」の金額を記載します。

� 「確定８」には、別表一の二�の「差引確定法

人税額１５」の金額を記載します。

中間分の連結法人税

の額が確定分の連結法

人税の額を超える場合

には、「確定８」には、

その超える金額を△印

を付して記載します。

「当期中の納付税額」

の各欄

連結親法人にあっては「期首現在未納税額①」

又は「当期発生税額②」に記載した連結法人税の

額又は法人税額を、連結子法人にあっては「期首

現在未納税額①」に記載した法人税額を当期中に

納付した場合に、その納付税額を納税充当金を取

り崩して納付したか、仮払金として納付したか、

又は損金経理により納付したかにより、それぞれ

該当欄に区分して記載します。この場合に、過誤

納があるときは、各欄にそれぞれ外書きしてくだ

さい。

この外書の金額は、「期末現在未納税額⑥」に移

記する必要はありません。

外書の金額は、法人

の確定した決算におい

て未収金又は仮払金と

して計上していない場

合には、別表五の二�

付表一の空欄に「未収

過誤納金」等と記載の

上、その合計額を「増

③」に記載します。

この場合「⑤」の外

書の金額は、別表四の

二付表の「加算」の空

欄にも記載することと

なります。

「期末現在未納税額

⑥」

「確定８」に記載することとなる連結法人税の額

がマイナスになる場合にあってはその金額は外書

き（△印を付けます。）します。ただし、「中間７」

に未納税額の記載がある場合にあってはその未納

税額に相当する金額に達するまでの金額は本書き

し（△印を付けます。）、「確定８」の「当期発生税

額②」の金額と本書きした金額との差額を外書き

（△印を付けます。）します。

「計 9」 「当期中の納付税額」の各欄の金額のうち連結法

人税の額を合計した金額は、連結親法人の別表五の

二�付表一の「３」から「１７」までの空欄のいずれ

かに記載した「未納連結法人税」の「減②」の金額

と符合し、連結法人税を除いた金額を合計した金額

は、各連結法人の同付表の「未納法人税２２」の「減

②」の金額と符合することになります。
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「

道

府

県

民

税

」

の

各

欄

各欄共通 原則として「法人税」の各欄の記載に準じます。 基本税額（均等割額

を含みます。）及び道

府県民税利子割額のみ

について記載し、加算

金及び延滞金について

はこの欄には記載しま

せん。

「期首現在未納税額

①」の「10」及び「11」

「１０」及び「１１」には、前期分のこの明細書の

「期末現在未納税額⑥」の金額（前期が単体法人で

ある連結法人又は当期中に自己を分割法人とする分

割型分割（連結親法人事業年度開始の日に行うもの

を除きます。）を行った連結法人にあっては、前期

又は分割前事業年度の別表五�の「期末現在未納税

額⑥」の金額）を記載しますが、その金額が、支店

等の税率が異なっていることなどにより標準税率を

基として算出されたものであるときは、当期におい

て申告等により具体的に確定した金額を記載しま

す。

「当期発生税額②」の

「利子割１２」、「中間１３」

及び「確定１４」

� 「利子割１２」には、当期中に支払を受ける利子

等（当期末までに、その利払期の到来しているも

のに限ります。）に係る道府県民税利子割額を記

載します。

� 「中間１３」及び「確定１４」には、当期の連結法

人税個別帰属額を基礎として地方税法の規定によ

り算出した道府県民税額を記載します。ただし、

支店等が他の都道府県にある場合には、標準税率

により算出した税額を記載しても差し支えありま

せん。

「市町村民税」の各欄 「法人税」及び「道府県民税」の各欄の記載に準

じて記載します。
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「
事

業

税
」

の

各

欄

「２１」から「２３」までの

各欄

「道府県民税」の「１０」、「１１」及び「１３」の記載

に準じて記載します。この場合、前期の確定分の

税額は「２２」の「当期発生税額②」に記載しま

す。

なお、事業税の額には、地方法人特別税等に関す

る暫定措置法の規定による地方法人特別税の額を

含めて記載します。

「当期中の納付税

額」の各欄に記載した

金額のうち前連結事業

年度又は前事業年度ま

でに既に損金の額に算

入された事業税の額が

ある場合には、その既

に損金の額に算入され

た事業税の額に相当す

る金額については、別

表四の二付表の「加

算」の空欄に「事業税

認定損」等として「総

額①」及び「留保②」

に記載します。

「仮払経理による納

付④」

別表四の二付表の「減算」の空欄に「仮払事業税

認定損」等として「総額①」及び「留保②」に記

載します。

「損金経理による納

付⑤」

未払金として経理した金額を含めて記載します。 当期分の事業税は、

当期の損金の額に算入

されませんから、別表

四の二付表で加算する

ことになります。

「
そ
の
他
」
の
各
欄

「当期中の納付税額」

の各欄

「法人税」の「当期中の納付税額」の各欄の記

載に準じて記載します。

なお、「２５」以下の各欄の「損金経理による納付

⑤」には、未払金として経理した金額を含めて記

載します。したがって、この経理をした金額は、

その後は期首及び期末の未納税額に記載しません。

「延滞金（延納に係

るもの）２６」

地方税法第６５条、第７２条の４５の２及び第３２７条の

規定による納期限の延長を受けた期間に係る延滞

金について記載し、その他の期間に係る延滞金に

ついては「損金不算入のもの」の「延滞金（延納

分を除く。）３１」に記載します。
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「
納

税

充

当

金

の

計

算
」

の

各

欄

「期首納税充当金３５」 各連結法人の前期のこの明細書の「期末納税充当

金４６」（前期が単体法人である連結法人又は当期中

に自己を分割法人とする分割型分割（連結親法人事

業年度開始の日に行うものを除きます。）を行った連

結法人にあっては、前期又は分割前事業年度の別表

五�の「期末納税充当金４２」）を記載します。

「３７」 還付を受けた法人税等の金額で納税充当金へ繰り

入れた金額等各連結法人が損金経理により繰り入れ

た金額以外の繰入額を記載します。

なお、空欄には、例えば「還付法人税等」と記載

します。

「３７」に記載した金

額が例えば、前期以前

において生じた還付金

を当期に納税充当金と

して受け入れた場合に

は、別表五の二�付表

一の「納税充当金２０」

の「増③」に記載する

とともに、該当欄の

「減②」に同額を記載

し、別表四の二付表に

は関係させません。

「損金算入のもの４１」 「利子税２５」から「２８」までの「充当金取崩しに

よる納付③」の金額の合計額を記載します。

「損金不算入のもの

４２」

「加算税及び加算金２９」から「３４」までの「充当金取

崩しによる納付③」の金額の合計額を記載します。

「４３」 納税充当金の取崩額のうち「法人税額等３９」から

「損金不算入のもの４２」まで及び「仮払税金消却

４４」以外により取り崩した金額を記載します。

「仮払税金消却４４」 前期以前に納付した税金を仮払金等として経理し

ていた金額について当期において納税充当金を取り

崩して消却した金額を記載します。

この場合には、別表

五の二�付表一におい

て、前期から繰り越さ

れた「仮払税金」の「減

②」にその消却した金

額を△印を付して記載

するとともに、「納税

充当金２０」の「減②」

に記載します。

―４９―
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